
令和５年度 
君津市総合計画 実施計画の概要 

及び当初予算の概要

 

君 津 市 



目 次 
Ⅰ 令和５年度君津市総合計画 実施計画の概要 

１ 計画の体系 ....................................................................................... １ 

２ 計画の期間 ....................................................................................... ２ 

３ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関わり ............................................. ２ 

４ 実施計画の構成と見方 ......................................................................... ３ 

５ 将来ビジョンを実現するための柱ごとの事業 ............................................. ４ 

柱１ 経済と環境が調和したまち .............................................................. ４ 

柱２ 誰もがいきいきと生活できる地域共生のまち ....................................... ７ 

柱３ 安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまち ................................１１ 

柱４ 快適で安心して暮らせるまち .........................................................１５ 

柱５ ともに創る次世代につながるまち ...................................................２０ 

6 戦略的プロジェクト ...........................................................................２４ 

Ⅱ 令和５年度当初予算の概要  

１ 予算編成方針 ...................................................................................２７ 

２ 会計別予算規模 ................................................................................２８ 

３ 一般会計 ........................................................................................２９ 

（１）予算規模 ..................................................................................２９ 

（２）歳入 ........................................................................................３０ 

（３）歳出 ........................................................................................３２ 

４ 一般会計歳入歳出予算の状況 ...............................................................３５ 

５ 特別会計 ........................................................................................３７ 

６ 部別主要事業（一般会計） ..................................................................４０ 

 資料 
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費 ６９ 

都市計画税・入湯税の充当状況 ...............................................................７０ 

一般会計予算規模等の推移 ....................................................................７１ 

 



Ⅰ 令和５年度君津市総合計画 実施計画の概要 

１ 計画の体系 

君津市総合計画は、本市が目指すべき将来の姿を示すとともに、 その実現に向けた取組の方向
性を示す“総合的な行財政運営の指針”であり、まちづくりにおける最上位の計画として位置付けら
れ、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」の３つの階層により構成されます。 

君津市総合計画 実施計画（以下「実施計画」という。）は、君津市総合計画 前期基本計画に定め
る分野ごとの施策を推進するための事業を示す計画です。 

併せて、第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略及び君津市国土強靱化地域計画に掲
げる事業を示します。 

※実施計画の概要に記載の主な事業は、当初予算の事業から抜粋しています。 

「まち・ひと・しごと創生」総合戦略は、 

人口減少に歯止めをかけ、活力ある地

域を維持するための計画であり、基本

計画、実施計画と一体化しています。 

戦略的プロジェクトは、「まち・ひと・

しごと創生」総合戦略のうち、基本構想

の将来ビジョンの実現を加速させるた

めに、戦略的に取り組んでいくプロジ

ェクトです。 

国土強靱化地域計画は、大規模自然 

災害に対する減災・防災の体制づくり

を定めた計画であり、基本計画、実施計

画と一体的に推進します。 
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２ 計画の期間 

実施計画は、基本構想の期間【令和４（２０２２）年度～令和１２（２０３０）年度】におい
て、計画の実効性を確保するため、毎年度の予算編成、行政評価と連動して単年度ごとに策定し
ます。

 

年 度 
令和 4 

(2022) 

令和 5 

(2023) 

令和 6 

(2024) 

令和 7 

(2025) 

令和 8 

(2026) 

令和 9 

(2027) 

令和 10 

(2028) 

令和 11 

(2029) 

令和 12 

(2030) 

総合 
計画 

基本構想          

基本計画          

実施計画          

３ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関わり 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）とは、経済・社会・環境の３つのバランスが取れ
た社会を目指すための国際目標であり、平成２７（２０１５）年９月の国連サミットで採択された
「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に掲げられているものです。 

このＳＤＧｓは、全ての国々、人々を対象としており、令和１２（２０３０）年までに持続可能
な世界を実現するための１７のゴール（取組分野別の大きな方向性を示したもの）と１６９のター
ゲット（より詳細な取組の方向を示したもの）で構成されます。「誰一人取り残さない」社会の実現
を目指し、全ての人々が SDGs を理解し、それぞれの立場で主体的に行動することが求められてい
ます。 

本市においても、実施計画に基づく事業を推進することでＳＤＧｓの目標達成に貢献していきま
す。
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４ 実施計画の構成と見方 

・５つの柱に連なる施策分野については、以下の項目を記載しています。 

① 概要 施策分野の概要を示しています。 

② 関連するＳＤＧｓ 
施策分野に対応するＳＤＧs の１７の目標（ゴール）を示していま
す。 

③ 主な事業 
施策分野ごとに主な事業を抜粋して掲載しています。 
新規事業は、事業名に◎をしています。 

④ 総合戦略 
国土強靱化地域計画 

第２期君津市「まち・ひと・しごと創生」総合戦略及び君津市国土
強靱化地域計画に掲げる事業に●をしています。 
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安定した
農業経営
の確立

農林業振興

君津インターチェンジ周辺の
新たな産業の受け皿づくり

商工業振興 企業誘致
の推進

５ 将来ビジョンを実現するための柱ごとの事業
柱１ 経済と環境が調和したまち

経済と環境の
好循環を創出

観光資源の
磨き上げ

観光振興

自然環境を生かした観光資源の掘り起こし

経済と環境が調和したまちの実現
◇ 主な事業

１ 商工業振興
〇企業誘致の推進

・君津インターチェンジ周辺土地利用検討事業
（13,200千円・Ｐ.５）

３ 環境共生
〇家庭用省エネ・再エネ設備等の導入促進

・家庭用省エネ・再エネ設備等導入促進事業
（13,076千円・Ｐ.６）

２ 農林業振興
〇安定した農業経営の確立

・農産産地支援事業（18,590千円・Ｐ.５）

４ 観光振興
〇観光資源の磨き上げ

◎鹿野山九十九谷展望広場整備事業
（5,000千円・Ｐ.6）

環境共生
家庭用省エネ・
再エネ設備等
の導入促進

※写真はイメージです

※写真はイメージです

環境に配慮した設備等の導入や
クリーンエネルギーの活用を促進

※◎新規事業

デジタル技術など新技術の導入による
生産性の向上を促進
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柱２ 誰もがいきいきと生活できる地域共生のまち

地域福祉地域で共に
支え合える
環境づくり

地域住民が共に支え合い
安心して暮らせる環境づくりを推進

高齢者福祉

障害者福祉障害のある方
の相談支援
体制の強化

障害のある方やその家族が
安心して生活できる支援体制の強化

健康診査や
疾病予防の
推進

保健・医療

生活習慣病の予防や健康寿命の延伸

スポーツ推進
スポーツ・
レクリエー
ション活動
の推進

年齢や障害の有無にかかわらず、
市民が一緒にスポーツを楽しめる環境づくり

誰もがいきいきと生活できる地域共生のまちの実現
◇ 主な事業

１ 地域福祉
〇地域で共に支え合える環境づくり

◎重層的支援体制整備事業への移行準備事業
（3,351千円・Ｐ.８）

２ 高齢者福祉
〇高齢者がいきいきと暮らせる環境づくり

・市シルバー人材センター補助金
（9,179千円・Ｐ.８）

３ 障害者福祉
〇障害のある方の相談支援体制の強化

・地域生活支援事業（108,942千円・Ｐ.９）

４ 保健・医療
〇健康診査や疾病予防の推進

◎医療DX・デジタルヘルス推進事業
（8,008千円・Ｐ.９）

５ スポーツ推進
〇スポーツ・レクリエーション活動の推進

・スポーツ推進事業（1,068千円・P10）

※◎新規事業

※写真はイメージです ※写真はイメージです

高齢者が
いきいきと
暮らせる
環境づくり

健康で働く意欲のある高齢者の就業支援
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柱３ 安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまち

安心して子育て・子育ちでき学びを楽しめるまちの実現
◇ 主な事業

１ 子育て
〇保育環境の整備と特色ある幼児教育・保育の推進

・（仮称）貞元保育園整備事業（1,281,831千円・Ｐ.12）

２ 学校教育
〇新しい時代に必要な資質・能力の育成

・ＩＣＴ活用推進事業（254,803千円・Ｐ.12）
３ 生涯学習

〇身近な場所で学び続けられる環境の整備
・公民館等再整備事業（13,101千円・Ｐ.13）

４ 文化・芸術振興
〇多彩な文化・芸術に触れ親しむことができる

環境づくり
・きみつ少年少女合唱団育成事業
（1,940千円・Ｐ.13）５ 多文化共生

〇国際交流の推進
・国際交流推進事業（2,430千円・Ｐ.14）

子育て

本市の子育て支援の拠点となる
（仮称）君津市立貞元保育園の整備

保育環境の整備
と特色ある幼児
教育・保育の推進

新しい時代に
必要な資質・
能力の育成

ICT機器を積極的に活用し
社会で求められる力を伸ばす

学校教育

生涯学習身近な場所で
学び続けられる
環境の整備

各公民館の現状を総合的に考慮し
計画的な再整備を推進

様々な年代の市民が文化・芸術に
触れ親しむことができる環境づくり

文化・芸術振興 多彩な文化・
芸術に触れ親しむ
ことができる
環境づくり

多文化共生 国際交流の推進

国際交流協会と連携し
市民の国際理解や交流を促進

※写真はイメージです
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柱４ 快適で安心して暮らせるまち

１ 防災・減災
〇地域が一体となった防災対策の推進

・地域防災力向上事業（2,101千円・Ｐ.16）

２ 道路
〇安全で快適な道路環境の実現

・貞元、喜平線道路改良（貞元地先）
（104,000千円・Ｐ.16）３ 上下水道

〇水道水の安定的な供給
・かずさ水道広域連合企業団出資金等（363,780千円・Ｐ.17）

４ 消防・救急
〇市民の安全安心につなげる消防・救急体制の充実

・消防自動車購入事業（73,080千円・Ｐ.17）

６ 移動
〇鉄道及び民間路線バスの利用促進

・総合交通体系整備促進事業
（10,358千円・Ｐ.18）

５ 防犯・消費生活・交通安全
〇犯罪を未然に防ぐ体制の整備

・防犯推進事業（16,163千円・Ｐ.18）
７ 都市創造・住まい

〇市街地の都市機能の充実
◎市街地整備検討事業（13,000千円・Ｐ.19）

消防・救急

地域が一体
となった
防災対策の
推進

災害対策コーディネーターを養成し
地域防災力を強化

道路

道路の改良や歩道整備を推進し
市民が暮らしやすい社会基盤を構築

安全で快適な
道路環境の
実現

上下水道
水道水の
安定的な供給

水道水の安定供給・
災害に強い上水道整備

多様化する災害に対応するため
計画的な車両、資機材等の整備・更新

防災・減災

防犯・消費生活・交通安全

市民、事業者、警察等との協働による
防犯活動や防犯設備の設置を推進

犯罪を
未然に防ぐ
体制の整備

移動

市民の安全安心
につなげる
消防・救急体制
の充実

鉄道及び
民間路線バスの
利用促進

様々な交通モードとの連携による
移動の利便性向上

都市創造・住まい

都市機能が集積したコンパクトな都市構造を推進

市街地の
都市機能の
充実

快適で安心して暮らせるまちの実現◇ 主な事業 ※◎新規事業
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柱５ ともに創る次世代につながるまち

ともに創る次世代につながるまちの実現
◇ 主な事業

１ パートナーシップ
○広域連携によるまちづくり

◎内房総百年後芸術祭事業（37,000千円・Ｐ.21）

２ 地域コミュニティ
〇新たな地域拠点づくり

・清和地区拠点施設整備事業（742,629千円・Ｐ.21）

３ 人権・男女共同参画
〇ジェンダー平等の推進

・男女共同参画施策推進事業（1,409千円・Ｐ.22）

４ 公共施設マネジメント
〇空き公共施設等の利活用の推進

・公共施設マネジメント推進事業（3,500千円・Ｐ.22）

６ 行財政マネジメント
〇デジタル化による住民サービスの向上及び行政経営

の効率化
・ＤＸ推進事業（24,431千円・Ｐ.23）

５ シティプロモーション
〇地方移住・二地域居住の推進

・定住促進事業（803千円・Ｐ.23）

パートナーシップ
広域連携
による
まちづくり

周辺自治体と連携して観光振興や地方創生に取り組み
南房総の玄関口として活力あるまちづくりを創出

地域コミュニティ新たな
地域拠点
づくり

持続可能な地域づくりに向けた
地域の拠点となる施設整備を推進

人権・男女共同参画
ジェンダー
平等の推進

デジタル技術を活用した施策やデジタル
デバイド対策など地域全体のデジタル化を推進

公共施設マネジメント空き公共
施設等の
利活用の
推進

空き公共施設等を利活用する
民間事業者と連携した地域活性化

シティプロモーション地方移住・
二地域居住
の推進

デジタル化による
住民サービスの向上
及び行政経営の
効率化

行財政マネジメント

固定的な役割分担意識を解消し
仕事も家庭もともに担う環境づくりを促進

移住者向け施策を充実
本市への移住や二地域居住を推進

※写真はイメージです

※写真はイメージです ※写真はイメージです

※◎新規事業
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６ 戦略的プロジェクト

戦略的プロジェクトとは、基本構想の将来ビジョンの実現を加速させるために、テー
マごとに関連する「将来ビジョンを実現するための柱ごとの施策」をパッケージ化し、
戦略的に取り組んでいくものです。

◇ 概要

◇ イメージ

◇ 戦略的な視点
視点① 本市から転出傾向にある、若い世代と女性をターゲットとする
視点② 基本構想 将来ビジョンの実現に向けて効果が高いもの
視点③ 基本構想 将来デザインのコンセプトに沿って具現化するもの
視点④ 「まち・ひと・しごと創生基本方針2021」等の国が推進する分野に合致し、

国の政策的・財政的支援により取組の加速が期待されるもの

◇ テーマ
Ａ 安心して働ける環境をつくる
Ｂ 子育て世代が住みやすいまちをつくる
Ｃ 環境グリーン都市をつくる
Ｄ デジタル技術を活用して新たな価値をつくる

将来ビジョン
将来ビジョン

ひとが輝き

幸せつなぐ

きみつ

令和12（2030）年

人口フレーム

77,000人
▼

【将来都市像】 【人口フレーム】

A.安心して働ける
環境をつくる

C.環境グリーン都市を
つくる

Ｂ.子育て世代が
住みやすいまちをつくる

D.デジタル技術を活用して
新たな価値をつくる
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Ⅱ 令和５年度当初予算の概要 

１ 予算編成方針（令和４年１１月策定） 

[本市の財政状況と見通し] 

本市の財政状況について、令和３年度決算における歳入面では、市税において個人市民税
及び固定資産税の減、特別定額給付金給付事業を令和２年度に限り実施したことによる国庫
支出金の減などで前年度と比較し、約４４億８千万円の減少となった。 

歳出面では、⾧引く新型コロナウイルス感染症の影響に対して、国の予算を活用し、適宜
補正予算の編成を行い、感染防止対策、生活・経済支援等を実施してきた。また、八重原線道
路新設改良のほか、橋梁・トンネルなど社会インフラの⾧寿命化対策を着実に進めることが
できたが、歳出総額で前年度と比較し、約４９億２千万円の減少となった。 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、地方交付税や地方消費税交付金が増となったも
のの、人件費、物件費及び扶助費の増などにより、前年度と比較し、０.７ポイント増加し、
８９.９％となった。 

令和４年１０月の国の月例経済報告によると「景気は、緩やかに持ち直している。」として
いるが、新型コロナウイルス感染症の影響が⾧期化する中、ウクライナ情勢等を受け、原油
価格や物価等は高騰しており、今後の経済状況を見通すことは困難な状況である。本市にお
いても、市税について大幅な増収の期待をすることはできない。 

高度経済成⾧期に整備してきた公共施設は老朽化が進行し、大規模改修や建替えの時期を
迎え、その対策は市政最大の課題の一つとなっている。財政運営においては、起債による歳
出の平準化を図るものの、相当額の一般財源も必要であり、かつ、後年度の公債費として負
担が増加することから、今後も厳しい状況が続くことが考えられる。 
 

[予算編成方針] 

新たな総合計画の初年度である令和４年度においては、前期基本計画（令和４年度～令和
８年度）の財政見通しを踏まえ、施策を具現化する実施計画と予算を連動させ、計画の実効
性の確保に努めてきたところである。 

令和５年度においては、将来都市像「ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ」の実現に向けて、
５つの柱ごとの施策や４つの戦略的プロジェクトを着実に前へ進めるとともに、行動姿勢で
ある“むすぶ”を基本として、「オール君津」で各施策を推進する。 

予算編成に当たっては、限られた予算を効率的に運用するため、徹底した経営改革を実施
しつつ、総合計画の目標年次である２０３０年（令和１２年）を見据え、人口減少対策、新型
コロナウイルス感染症対策と物価高克服・経済再生、ＤＸの推進、脱炭素社会の実現に向け
た取組、地域の特色を生かしたまちの活性化、将来を支える産業・都市基盤の整備、防災・減
災対策の充実・強化、ファシリティマネジメントの推進に対し、予算を重点的に配分するこ
ととする。 
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（単位:千円，％）
令和５年度
予 算 額

令和４年度
予 算 額

比 較 増減率

35,970,000 36,060,000 △ 90,000 △ 0.2

18,396,000 17,541,000 855,000 4.9

 国民健康  事業勘定 9,247,000 8,528,000 719,000 8.4

 保険会計  直診勘定 99,000 110,000 △ 11,000 △ 10.0

 農業集落排水事業会計 44,000 51,000 △ 7,000 △ 13.7

 介護保険会計 7,660,000 7,553,000 107,000 1.4

 後期高齢者医療会計 1,346,000 1,299,000 47,000 3.6

54,366,000 53,601,000 765,000 1.4 一般会計・特別会計合計

２ 会計別予算規模

会  計  名

 一 般 会 計

 特 別 会 計
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３ 一般会計 

（１）予算規模 

【一般会計の予算規模  ３５９億７千万円】 

令和５年度当初予算は、将来都市像「ひとが輝き 幸せつなぐ きみつ」の実現に向けて、
５つの柱ごとの施策や４つの戦略的プロジェクトを着実に前へ進める予算とした。 

歳出においては、社会保障関係費をはじめとする経常的経費が増加する中ではあるものの、
中学生まで実施していた医療費無償化の対象を高校生まで拡大するなど、若者や子育て世代
に選ばれるまちづくりを推進するとともに、将来を見据えたインフラや公共施設の整備を計
画的に取り組んでいく。 

中でも、公共施設の整備については、清和地区拠点施設整備事業や（仮称）貞元保育園整
備事業、大和田・坂田小学校統合施設整備事業などの大規模な投資事業に着手していること
から、令和５年度の予算規模は、当初予算としては過去最大となった令和４年度に次ぐ規模
の３５９億７，０００万円を計上した。 

これらの財源となる歳入については、市税の減収を見込むものの、地方消費税交付金等の
増額を見込みつつ、国・県支出金、市債の活用、財政調整基金の繰入れによって確保した。 

 
（令和５年１月末人口８１,０５９人、市民一人当たり４４万円） 
 
（参考） 
・国家予算案 

１１４兆３,８１２億円（前年度比 ６兆７,８４８億円、6.3％の増） 
・千葉県予算案 

２兆１,９７１億２,５００万円（前年度比 １９８億６,０００万円、0.9％の増） 
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（２）歳入 

歳入の根幹をなす市税については、景気の持ち直しによる個人市民税の増収を見込むもの
の、固定資産税の償却資産の減価償却などの影響により、全体としては減収を見込んだ。 

また、地方消費税交付金等の増額を見込むとともに、国・県支出金、市債の活用、財政調整
基金の繰入れによって確保した。 

 

[主な増減理由] 

 
ア    市税は、個人市民税において増収を見込むものの、固定資産税の減収などにより、  

１７６億４,１００万円（前年度比 1 億 9,400 万円、1.1％の減）を見込んだ。 
 
イ    財産収入は、普通財産の売却収入などにより、２億７,４３２万２千円（前年度比     

1 億 576 万円 5 千円、62.7％の増）を見込んだ。 
 
ウ  繰入金は、財政調整基金、心をつなぐ福祉基金、里地棚田保全整備事業基金及び山中

育英基金からの繰入れにより、１９億９,３４５万５千円（前年度比 7 億 6,385 万 8 千
円、62.1％の増）を見込んだ。 

 
エ  各種交付金は、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金の増

などにより、２９億３３０万５千円（前年度比 2 億 1,553 万円、8.0％の増）を見込ん
だ。 

 
オ  国庫支出金は、保育所等整備交付金、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業

費国庫補助金の減などにより、４６億４５９万５千円 （前年度比 5 億 4,790 万 1 千
円、10.6％の減）を見込んだ。 

 
カ  県支出金は、畜産競争力強化対策整備事業県補助金、子どものための教育・保育給付

費県負担金の増などにより、２８億７,１７８万４千円（前年度比 4 億 3,087 万円 9 千
円、17.7％の増）を見込んだ。 

 
キ  市債は、衛生センター整備事業債、きみさらず聖苑整備事業債、上総小櫃中学校屋内

運動場整備事業債の減などにより、２８億６,６２０万円（前年度比 9 億 620 万円、
24.0％の減）を見込んだ。 
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 歳入内訳 
  （単位:千円，％）

構成比 構成比

(１)市税 17,641,000 49.1 17,835,000 49.5 △ 194,000 △ 1.1

(２)分担金及び負担金 171,762 0.5 176,298 0.5 △ 4,536 △ 2.6

(３)使用料及び手数料 426,369 1.2 431,919 1.2 △ 5,550 △ 1.3

(４)財産収入 274,322 0.8 168,557 0.5 105,765 62.7

(５)寄附金 412,002 1.1 451,253 1.2 △ 39,251 △ 8.7

(６)繰入金 1,993,455 5.5 1,229,597 3.4 763,858 62.1

(７)繰越金 300,000 0.8 300,000 0.8 0 0.0

(８)諸収入 920,206 2.6 848,800 2.4 71,406 8.4

22,139,116 61.6 21,441,424 59.5 697,692 3.3

(９)地方譲与税 584,000 1.6 564,000 1.6 20,000 3.5

(10)利子割交付金 4,000 0.0 6,000 0.0 △ 2,000 △ 33.3

(11)配当割交付金 76,000 0.2 50,000 0.1 26,000 52.0

(12)株式等譲渡所得割交付金 65,000 0.2 30,000 0.1 35,000 116.7

(13)法人事業税交付金 213,000 0.6 153,000 0.4 60,000 39.2

(14)地方消費税交付金 2,263,000 6.3 2,164,000 6.0 99,000 4.6

(15)ゴルフ場利用税交付金 149,000 0.4 147,000 0.4 2,000 1.4

(16)自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

(17)環境性能割交付金 47,000 0.1 49,000 0.1 △ 2,000 △ 4.1

(18)地方特例交付金 74,500 0.2 75,900 0.2 △ 1,400 △ 1.8

(19)地方交付税 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

(20)交通安全対策特別交付金 11,804 0.0 12,874 0.0 △ 1,070 △ 8.3

(21)国庫支出金 4,604,595 12.8 5,152,496 14.3 △ 547,901 △ 10.6

(22)県支出金 2,871,784 8.0 2,440,905 6.8 430,879 17.7

(23)市債 2,866,200 8.0 3,772,400 10.5 △ 906,200 △ 24.0

13,830,884 38.4 14,618,576 40.5 △ 787,692 △ 5.4

35,970,000 100.0 36,060,000 100.0 △ 90,000 △ 0.2合       計

区          分 比  較 増減率

自
 
 
主
 
 
財
 
 
源

依
 
 
存
 
 
財
 
 
源

令和５年度予算額 令和４年度予算額

   依存財源計   

   自主財源計   
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（３）歳出 

若者や子育て世代に選ばれるまちづくりを推進するとともに、将来を見据えたインフラや
公共施設の整備を計画的に取り組む。 
 

[主な増減理由] 

ア  人件費は、公立保育園の民営化などにより、会計年度任用職員に係る経費が減少した
ことから、８４億６,６０７万５千円（前年度比 2,930 万 4 千円、0.3％の減）      
となった。 

 
イ  扶助費は、子どものための教育・保育給付事業、障害者自立支援給付事業などの増に

より、７３億２,２９２万円（前年度比 3 億 6,699 万円、5.3％の増）となった。 
 
ウ  公債費は、借入額が増加していることから、１９億３,６１７万７千円（前年度比   

1 億 9,443 万 7 千円、11.2％の増）となった。 
 
エ  維持補修費は、小・中学校の校舎等維持補修事業、情報発信施設等維持管理事業、   

生きがい支援センター管理運営事業の増などにより、３億８１３万１千円（前年度比  
9,140 万 9 千円、42.2％の増）となった。 

 
オ  補助費等は、富津聖苑解体事業負担金、出産・子育て応援交付金事業、内房総百年後

芸術祭事業の増などにより、３２億７,１８８万７千円（前年度比 2 億 8,896 万 8 千
円、9.7％の増）となった。 

 
カ  繰出金は、国民健康保険特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金及び後期高齢者医

療関係事業の増により、２３億３２９万２千円（前年度比 8,485 万 9 千円、3.8％の
増）となった。 

 
キ  投資的経費は、衛生センター整備事業、きみさらず聖苑整備運営事業負担金、公立保

育園民営化整備事業の減などにより、４３億５,８４８万６千円（前年度比 10 億 4,775
万 9 千円、19.4％の減）となった。 
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 歳出内訳（性質別）
                                            （単位:千円，％）

構成比 構成比

(１)人件費 8,466,075 23.5 8,495,379 23.6 △ 29,304 △ 0.3

(２)扶助費 7,322,920 20.4 6,955,930 19.3 366,990 5.3

(３)公債費 1,936,177 5.4 1,741,740 4.8 194,437 11.2

17,725,172 49.3 17,193,049 47.7 532,123 3.1

6,885,701 19.1 6,895,316 19.1 △ 9,615 △ 0.1

308,131 0.9 216,722 0.6 91,409 42.2

3,271,887 9.1 2,982,919 8.3 288,968 9.7

28,190,891 78.4 27,288,006 75.7 902,885 3.3

344,680 0.9 344,130 0.9 550 0.2

462,091 1.3 493,946 1.4 △ 31,855 △ 6.4

210,560 0.6 209,240 0.6 1,320 0.6

2,303,292 6.4 2,218,433 6.1 84,859 3.8

100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

3,420,623 9.5 3,365,749 9.3 54,874 1.6

4,358,480 12.1 5,363,747 14.9 △ 1,005,267 △ 18.7

6 0.0 42,498 0.1 △ 42,492 △ 100.0

4,358,486 12.1 5,406,245 15.0 △ 1,047,759 △ 19.4

35,970,000 100.0 36,060,000 100.0 △ 90,000 △ 0.2

 ※区分は、決算統計に準ずる。

（普通建設事業費の内訳）

83,486 0.2 81,052 0.2 2,434 3.0

4,274,994 11.9 5,282,695 14.7 △ 1,007,701 △ 19.1

補助事業 1,074,774 3.0 1,934,616 5.4 △ 859,842 △ 44.4

単独事業 3,200,220 8.9 3,348,079 9.3 △ 147,859 △ 4.4

経常的経費計

経
 
常
 
的
 
経
 
費

(６)補助費等

増減率
令和５年度予算額 令和４年度予算額

区       分 比  較

(５)維持補修費

(４)物件費

義
務
的
経
費

   義務的経費計

普
通
建
設
事
業
費

その他経費計

(11)予備費

(７)積立金

(８)投資及び出資金

     投資的経費計

(12)普通建設事業費

(９)貸付金

純建設事業費

(13)災害復旧費

債務負担行為事業

合       計

(10)繰出金

そ
の
他
経
費

投
資
的
経
費
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 歳出内訳（目的別）
  （単位:千円，％）

構成比 構成比

(１)議会費 295,933 0.8 286,357 0.8 9,576 3.3

(２)総務費 6,239,226 17.4 5,379,698 14.9 859,528 16.0

(３)民生費 13,132,198 36.5 12,123,673 33.6 1,008,525 8.3

(４)衛生費 4,401,801 12.2 6,110,438 16.9 △ 1,708,637 △ 28.0

(５)労働費 39,438 0.1 72,123 0.2 △ 32,685 △ 45.3

(６)農林水産業費 1,212,195 3.4 816,633 2.3 395,562 48.4

(７)商工費 718,398 2.0 710,334 2.0 8,064 1.1

(８)土木費 2,498,598 6.9 2,272,314 6.3 226,284 10.0

(９)消防費 1,741,628 4.8 1,902,939 5.3 △ 161,311 △ 8.5

(10)教育費 3,654,402 10.2 4,501,253 12.5 △ 846,851 △ 18.8

(11)災害復旧費 6 0.0 42,498 0.1 △ 42,492 △ 100.0

(12)公債費 1,936,177 5.4 1,741,740 4.8 194,437 11.2

(13)予備費 100,000 0.3 100,000 0.3 0 0.0

35,970,000 100.0 36,060,000 100.0 △ 90,000 △ 0.2

増減率
令和５年度予算額 令和４年度予算額

合       計

区       分 比  較
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 自主財源

22,139,116千円

61.6%

 依存財源

13,830,884千円

38.4％
市税

17,641,000千円

49.1%

繰入金

1,993,455千円

5.5%

分担金及び負担金等

2,504,661千円

7.0%

地方消費税交付金

2,263,000千円

6.3%

国庫支出金

4,604,595千円

12.8%

県支出金

2,871,784千円

8.0%

市債

2,866,200千円

8.0%

地方譲与税等

1,225,305千円

3.3%

歳入

35,970,000千円

４ 一般会計歳入歳出予算の状況
【歳入】

分担金及び ・分担金及び負担金 171,762千円 ( 0.5 %)

負担金等 ・使用料及び手数料 426,369千円 ( 1.2 %)

・財産収入 274,322千円 ( 0.8 %)

・寄附金 412,002千円 ( 1.1 %)

・繰越金 300,000千円 ( 0.8 %)

・諸収入 920,206千円 ( 2.6 %)

地方譲与税等 ・地方譲与税 584,000千円 ( 1.6 %)

・利子割交付金 4,000千円 ( 0.0 %)

・配当割交付金 76,000千円 ( 0.2 %)

・株式等譲渡所得割交付金 65,000千円 ( 0.2 %)

・法人事業税交付金 213,000千円 ( 0.6 %)

・ゴルフ場利用税交付金 149,000千円 ( 0.4 %)

・自動車取得税交付金 1千円 ( 0.0 %)

・環境性能割交付金 47,000千円 ( 0.1 %)

・地方特例交付金 74,500千円 ( 0.2 %)

・地方交付税 1,000千円 ( 0.0 %)

・交通安全対策特別交付金 11,804千円 ( 0.0 %)
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総務費

6,239,226千円

17.4％

民生費

13,132,198千円

36.5%衛生費

4,401,801千円

12.2%

農林水産業費

1,212,195千円

3.4%

商工費

718,398千円

2.0%

土木費

2,498,598千円

6.9%

消防費

1,741,628千円

4.8%

教育費

3,654,402千円

10.2%

公債費

1,936,177千円

5.4%

議会費等

435,377千円

1.2%

経常的経費

28,190,891千円

78.4%

その他経費

3,420,623千円

9.5%

投資的経費

4,358,486千円

12.1%

人件費

8,466,075千円

23.5%

扶助費

7,322,920千円

20.4%

公債費

1,936,177千円

5.4%

物件費

6,885,701千円

19.1%

維持補修費

308,131千円

0.9%

補助費等

3,271,887千円

9.1%

繰出金

2,303,292千円

6.4%

積立金等

1,117,331千円

3.1%

普通建設事業費

4,358,480千円

12.1%

災害復旧費

6千円

0.0%

【歳出】

○目的別

○性質別

35,970,000千円

歳出

歳出
35,970,000千円
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５ 特別会計

 歳  入  歳  出 （単位:千円,％）
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

(1)国民健康保険税 1,697,162 1,643,500 3.3 (1)総務費 259,067 210,299 23.2

(2)国庫支出金 1 1 0.0 (2)保険給付費 6,458,161 5,907,125 9.3

(3)県支出金 6,557,447 6,002,014 9.3 (3)国民健康保険
　　事業費納付金

2,300,227 2,179,698 5.5

(4)財産収入 303 101 200.0 (4)共同事業拠出金 3 3 0.0

(5)寄附金 1 1 0.0 (5)財政安定化基金
      拠出金

1 1 0.0

(6)繰入金 786,680 686,771 14.5 (6)保健事業費 127,051 117,059 8.5

(7)繰越金 150,000 150,000 0.0 (7)積立金 303 101 200.0

(8)諸収入 55,405 45,611 21.5 (8)公債費 2 2 0.0

(9)市債 1 1 0.0 (9)諸支出金 72,185 83,712 △ 13.8

(10)予備費 30,000 30,000 0.0

計 9,247,000 8,528,000 8.4 計 9,247,000 8,528,000 8.4

（１）国民健康保険税について、個人所得の増加や収納率の上昇により増額を見込んだ。
（２）保険給付費について、一人当たりの医療費の増加に伴い、増額を見込んだ。

 歳  入  歳  出 （単位:千円,％）
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)診療収入 42,573 42,018 1.3  (1)総務費 72,625 81,949 △ 11.4

 (2)使用料及び手数料 187 308 △ 39.3  (2)医業費 21,694 23,370 △ 7.2

 (3)財産収入 271 271 0.0  (3)公債費 681 681 0.0

 (4)繰入金 51,932 63,359 △ 18.0  (4)予備費 4,000 4,000 0.0

 (5)繰越金 4,000 4,000 0.0

 (6)諸収入 37 44 △ 15.9

計 99,000 110,000 △ 10.0 計 99,000 110,000 △ 10.0

（１) 繰入金は一般会計からの運営補助費として、51,932千円を計上した。
（２）総務費について、医療機器購入費が前年度と比べて少額のため減額となった。

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 （ 直 営 診 療 施 設 勘 定）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 （ 事 業 勘 定 ）

款 増減率 款 増減率

款 増減率 款 増減率
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 歳  入  歳  出 （単位:千円,％）
令和5年度 令和４年度 令和5年度 令和４年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)使用料及び手数料 2,205 2,271 △ 2.9  (1)農業集落排水
      事業費

29,024 36,024 △ 19.4

 (2)繰入金 28,719 30,700 △ 6.5  (2)公債費 12,476 12,476 0.0

 (3)繰越金 2,074 2,327 △ 10.9  (3)予備費 2,500 2,500 0.0

 (4)諸収入 2 2 0.0

 (5)市債 11,000 15,700 △ 29.9

計 44,000 51,000 △ 13.7 計 44,000 51,000 △ 13.7

（１）地方公営企業法適用移行に係る委託料として11,069千円を計上した。

 歳  入  歳  出 （単位:千円,％）
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)保険料 1,694,676 1,679,390 0.9  (1)総務費 214,669 202,573 6.0

 (2)使用料及び手数料 1 1 0.0  (2)保険給付費 7,080,534 6,999,007 1.2

 (3)国庫支出金 1,610,998 1,595,646 1.0  (3)地域支援事業費 351,183 338,047 3.9

 (4)支払基金交付金 1,958,169 1,934,090 1.2  (4)基金積立金 563 322 74.8

 (5)県支出金 1,082,746 1,067,644 1.4  (5)公債費 1 1 0.0

 (6)財産収入 563 322 74.8  (6)諸支出金 3,050 3,050 0.0

 (7)繰入金 1,309,381 1,272,473 2.9  (7)予備費 10,000 10,000 0.0

 (8)繰越金 2 2 0.0

 (9)諸収入 3,464 3,432 0.9

計 7,660,000 7,553,000 1.4 計 7,660,000 7,553,000 1.4

（１）繰入金のうち、一般会計負担分として1,254,796千円を計上した。

増減率

介 護 保 険 特 別 会 計 予 算

款 増減率 款 増減率

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 予 算

款 増減率 款
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 歳  入  歳  出 （単位:千円,％）
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度
予  算  額 予  算  額 予  算  額 予  算  額

 (1)後期高齢者医療
      保険料

982,893 941,062 4.4  (1)総務費 122,001 126,947 △ 3.9

 (2)繰入金 283,097 271,461 4.3  (2)後期高齢者医療
      広域連合納付金

1,210,966 1,159,005 4.5

 (3)諸収入 80,009 86,476 △ 7.5  (3)諸支出金 3,033 3,048 △ 0.5

 (4)繰越金 1 1 0.0  (4)予備費 10,000 10,000 0.0

計 1,346,000 1,299,000 3.6 計 1,346,000 1,299,000 3.6

（１）被保険者数の増加に伴う、後期高齢者医療保険料及び後期高齢者医療広域連合納付金の増額を見込んだ。
（２）保健事業・介護予防一体的実施関係事業を一般会計の事業としたことに伴い、歳入では諸収入、歳出では総務費が減額となった。

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

款 増減率款 増減率
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  ６ 部別主要事業（一般会計）
※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『総務部』

・ 障害者就労支援事業 18,261 17,476  障害者雇用の促進を図るため、チ
ャレンジドオフィスで就労の場を提
供する。また、会計年度任用職員と
して障害者を積極的に採用する。

・ 情報公開・個人情報保護 864 3,950  市民に行政情報を公開することで
関係事業 市政への市民参加を促進するととも

に、個人情報の保護を図り、公正で
信頼される市政を推進する。

・ ＤＸ推進事業 24,431 17,473  君津市ＤＸ推進計画に基づき、市
民サービスの向上、業務の効率化等
を図る。
※国費 5,202千円

・ 庁内情報系整備運営事業 245,004 204,701  庁内情報機器の管理運営を行い、
執務環境を整備することにより、生
産性の向上を図る。

・ インターネット接続系整備 32,681 34,884  セキュリティ対策が施されたイン
運営事業 ターネット回線を使用し、外部との

Ｗｅｂ会議システムが利用できる環
境の整備・運用を行う。

・ 人材育成推進事業 4,276 21,222  職務に必要な知識、技能等を修得
し、勤務能率の発揮及び推進のため
に研修の機会を与える。

◎ 職員エンゲージメント向上 20,025 0  組織力・生産性を高める要素とし
事業 て注目されている「エンゲージメン

ト」という概念を用いて意識改革を
行うとともに、能力向上のための研
修を実施する。

・ 庁用自動車購入事業 1,301 0  脱炭素社会の実現に向けた取り組
みを推進するため、環境に配慮した
電気自動車２台をリースにより導入
する。

・ 本庁舎改修事業 3,476 0  自家発電設備の地下埋設燃料タン
クの腐食を防止するため、タンク内
部のコーティングを行う。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 庁舎整備基金積立金 300,221 300,000  本庁舎の再整備に向け、財源を確
保するため、基金を積み立てる。

・ 経営改革推進事業 237 241  第２次君津市経営改革大綱及び第
２次君津市経営改革実施計画に基づ
き、市民等の意見を改革に反映しな
がら、持続可能な行財政運営及び市
民サービスの質の向上を図る。
 また、事務事業について、職員提
案制度等により、課題の抽出、検討、
改善を行う。

・ 基幹業務システム管理運営費 310,788 207,205  基幹業務システムの円滑な運用と
適切な管理を行う。
 また、令和７年度末までに基幹業
務システムの標準化を行うため、シ
ステム改修を行う。

・ 情報発信施設等維持管理事業 44,605 14,976  防災行政無線施設の維持管理等を
行うほか、フリーダイヤル等で防災
行政無線の放送内容を提供する。
 また、新たに防災アプリを導入し、
避難所の混雑状況や防災行政無線放
送等を提供できるようにする。

・ 地域防災力向上事業 2,101 1,452  災害対策コーディネーター養成講
座を実施し、地域の防災リーダーと
なる人材を養成する。
 また、新規に設立した自主防災組
織に対し、自主防災活動に必要な関
係資機材等を交付する。

・ 災害時通信機器整備事業 5,435 5,473  迅速な災害対応を行うため、衛星
携帯電話、公用携帯電話、災害対策
室用パソコン等のリースや災害対応
用地理情報システムの維持管理を行
う。

・ 地区防災計画策定事業 7,583 3,949  地区防災計画の策定を促進するた
め、講習会やワークショップ等を実
施する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『企画政策部』

・ 情報発信ツール管理運営事業 4,240 9,518  メール、ＳＮＳ、ホームページを
活用し、市政情報・防災情報等を市
民へ迅速に、わかりやすく伝える。

・ 広報きみつ発行事業 20,609 19,965  市政情報を広く市民に知らせ、市
政運営に対して市民の理解と協力を
得るために、広報きみつを毎月１日
に発行する。

・ シティプロモーション推進 5,730 3,226  各種メディアやマスコットキャラ
事業 クターきみぴょん等を活用し、君津

の魅力を市内外に情報発信する。ま
た、高速バスのデザインラッピング
等により、シティプロモーションを
を推進する。

・ 市有財産処分事業 15,318 21,784  空き公共施設等の売却や貸付によ
り、地域活性化や遊休資産の有効活
用を図る。

・ 総合計画推進事業 1,506 681  総合計画の進行管理や評価等を行
い、施策を効果的かつ効率的に推進
する。

・ 総合交通体系整備促進事業 10,358 9,401  本市の持続可能な交通体系を構築
するため、新たな交通計画を策定す
るとともに、公共交通の利便性向上
及び利用促進を図る。

・ 不採算路線維持費補助金 59,721 64,973  生活バス路線への運行補助を行い
市民の交通手段を確保する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 国際交流推進事業 2,430 2,633  市民の国際交流活動の推進母体で
ある君津市国際交流協会を支援する
とともに、外国人市民向けの情報発
信やゆかりの国々との交流により国
際交流を推進する。

・ 定住促進事業 803 1,599  移住関連イベントへの参加などを
通じて情報発信等に努めるとともに、
テレワーク導入費用等の一部を補助
することにより、本市への定住促進
を図る。

・ かずさ水道広域連合企業団 363,780 381,890  かずさ水道広域連合企業団への出
出資金等 資金を通じ、配水管の改良・更新を

推進する。

・ 公共施設マネジメント推進 3,500 2,200  公共施設情報を管理し、⾧期的な
事業 視点で管理方法を検討するなど、公

共施設マネジメントを推進する。

・ 地方創生広域連携事業 9,534 8,272  地域おこし協力隊員による地域資
源を活用した取組により地域活性化
や関係人口の増加を図る。
※国費 4,700千円

・ 高速バス通学支援事業 12,453 8,847  若い世代の転出を抑制し、定住を
促進するため、高速バスで大学等へ
通学する学生に定期代の一部を補助
する。

・ スクールバス利活用実証 2,475 5,200  交通空白地域の解消に努めるため、
運行事業 スクールバスを活用した実証実験を

行う。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『財政部』

・ 特別滞納整理事業 21,496 20,208  滞納管理システムの活用により、
納付の履行監視や文書催告の発送等
を効率的に実施するとともに、滞納
処分の早期着手により滞納の累積を
防止し、滞納額の縮減を図る。

・ 市税収納事務費 20,223 29,570  口座振替受付サービスの推進、コ
ンビニエンスストア収納業務の委託
や再発行納付書、督促状等の収税関
係書類の作成、発送等、市税の徴収
及び収納管理に要する経費

･ 土地評価業務関係費 29,507 15,387  固定資産税路線価の算出・付設等
の令和６年度評価替えに向けた作業
のほか、課税客体の把握を目的とし
た航空写真撮影を実施する。

･ 地方税電子化促進事業 5,681 4,145  地方税共同機構のエルタックスを
利用し、電子データにより、所得税
確定申告書の受取りや給与支払報告
書の受付を行うほか、電子申告等を
拡充し、課税事務の効率化と利用者
の利便性向上を図る。

・ ⾧期借入金償還金 1,859,922 1,662,969  平成５年度から令和３年度借入れ
分の償還元金

・ ⾧期及び一時借入金利子 76,255 78,771  平成５年度から令和４年度借入れ
分の償還利子及び一時借入金利子

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『市民生活部』
・ 清和地区拠点施設整備事業 742,629 265,894  旧秋元小学校を活用し、老朽化し

  た行政センターや公民館、保育園等
の行政機能を複合化し、公共施設の
再配置先行モデルとして、清和地区
拠点施設を整備する。
※国費 271千円

・ コミュニティバス等運行事業    交通空白地域の解消のため、沿線
地区における市民の交通手段として、
コミュニティバス及びデマンド型乗
合タクシーを運行する。

・小糸川循環線バス運行事業 64,622 58,351  君津駅南口、君津バスターミナル、
君津グラウンド・ゴルフ場等を循環

・中島・豊英線バス運行事業 48,966 49,021  鈴木病院前から中島、粟倉等を経
由し、県民の森間を往復

・人見・大和田・神門線バス 23,115 23,116  市役所、君津駅北口、神門、大和
 運行事業 田郵便局等を循環

・デマンド交通事業 39,220 39,223  小櫃、上総地区を運行

･ 自治会振興交付金 5,836 5,843  地域の自治会活動を支援すること
で、住民自治の振興を図る。

･ 自治会集会施設整備事業 920 1,290  自治会が行う集会施設の修繕等の
施設整備に対して助成する。

・ コミュニティセンター等整備 57,090 0  地域コミュニティの中核施設であ
事業 る貞元コミュニティセンターの屋根

外壁改修工事を行う。

・ 市民協働のまちづくり推進 7,656 6,784  市民主体の個性あふれる活力に満
事業 ちた地域社会をつくるため、市民、

市民活動団体及び事業者等と連携、
協力するとともに、自主的に行う事
業を支援することなどにより、協働
によるまちづくりを推進する。
※国費 1,500千円

◎ まちづくり協議会支援事業 668 0  地域・住民が主体となってまちづ
くりや地域課題の解決に意欲的に取
組む新たなまちづくり協議会の設立
を支援する。
※国費 300千円

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 交通安全対策推進事業 3,667 3,649  幼稚園、保育園、小中学校、シニ
アクラブ等を対象に、交通安全教室
を開催する。

・ 防犯推進事業 16,163 16,176  専任防犯巡視員による巡回パトロ
ールの実施や自主防犯パトロール隊

  への支援を行うほか、防犯カメラの
設置・運用や防犯ボックスの運営に
より防犯対策を推進する。
※県費 650千円

・ マイナンバーカード交付 86,356 28,330  マイナンバーカードの交付等に関
事務関係費 連する事務経費

※国費 86,330千円

･ 証明書コンビニ交付事業 12,675 8,176  マイナンバーカードを利用し、コ
ンビニエンスストア等で住民票の写
し等の証明書の自動交付サービスを
行う。

・ 市民相談事業 3,147 3,076  法律相談、市民相談及び結婚相談
等の各種相談を実施し、様々な相談
に対し適切な助言を行い、市民の福
祉の増進を図る。
※県費 113千円

･ 人権施策推進事業 429 445  人権相談窓口の開設により、市民
が人権問題で孤立しない体制づくり
に努めるとともに、人権問題に対す
る正しい理解を深めるための講演会
等を開催する。

・ 男女共同参画施策推進事業 1,409 2,140  男女共同参画計画に基づき各種事
業を展開することで、それぞれの多
様性を認め合い、誰もが自分らしく
輝ける社会の実現を目指す。
※国費 477千円 県費 27千円

・ 消費生活センター事業 4,730 4,633  消費生活に関する契約上のトラブ
  ル、悪質な勧誘などの相談について
  問題解決のための助言や情報提供を
  行うほか、消費者教育を通じ、被害

を回避できる自立した消費者を育成
する。
※県費 851千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『福祉部』
・ 社会福祉協議会運営助成金 86,000 81,894  市民の社会福祉に対する理解と関

心を深め、地域福祉の増進に寄与し
ている社会福祉協議会の運営費を助
成する。

・ 地域コミュニティづくり推進 7,829 7,829  地区社会福祉協議会やボランティ
支援事業 ア活動など地域コミュニティ推進に

係る自主事業を補助する。

・ 避難行動要支援者支援事業 3,685 714  要支援者一人ひとりの個別避難計
画の策定を進めるとともに、関係機
関へ情報提供を行う。

・ 地域福祉計画推進事業 3,165 2,763  地域の住民・企業・団体などが共
に支え合い、助け合い、地域ぐるみ
の福祉活動の推進を図るための計画
を策定する。

・ 生活困窮者等自立相談支援事 32,382 36,030   生活困窮者の生活、就労、家計相
業 談や住居確保給付金の支給、貧困の

連鎖防止のための学習支援事業を行
う。
 また、被保護者に対する就労支援
事業等を行う。
※国費 24,873千円

◎ 重層的支援体制整備事業への 3,351 0  地域住民の複雑化・複合化した支
移行準備事業 援ニーズに対応する包括的な支援体

制整備に向けた準備を行う。
※国費 2,511千円

・ 障害者自立支援給付事業 1,943,393 1,870,154  障害者総合支援法に基づく居宅介
護や生活介護等の障害福祉サービス
費の支給、自立支援医療費の支給、
補装具費の支給等を行う。
※国費 951,592千円
※県費 492,695千円

・ 地域生活支援事業 108,942 111,593  障害者総合支援法に基づく相談支
援や基幹相談支援センターの設置、
ヘルパーによる移動支援、施設での
日中一時支援、創作や生産活動の場
を提供する地域活動支援及び日常生
活用具給付等を行う。
※国費 23,254千円
※県費 11,668千円

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 障害児通所等支援事業 346,086 328,139  児童福祉法に基づく児童発達支援
や放課後等デイサービスなどの支援
により、障害児の日常生活における
基本的な動作の指導や集団生活への
適応訓練を行い、社会との交流促進
を図る。
※国費 172,729千円
※県費  86,364千円

・ 重度心身障害者医療費助成事 174,219 174,687  重度心身障害者の医療費を助成す
業 る。

※県費 85,782千円

・ 精神障害者医療費給付及び相 43,157 41,849  精神障害者の医療費を助成する。
談事業  また、保健師等が精神障害者やそ

の家族等の相談に応じる。

・ 心身障害者(児)福祉手当支給 65,882 66,388  在宅の重度心身障害者(児)又はそ
事業 の介護者に福祉手当を支給する。

※県費  4,986千円

・ 障害者基本計画及び障害福祉 3,571 2,042  第４次君津市障害者基本計画・第
計画策定事業 ７期障害福祉計画・第３期障害児福

祉計画の策定を行う。

・ 養護老人ホーム入所措置事業 18,275 23,109   家庭環境や住居の状況等により、
在宅で日常生活を営むことに支障が
ある低所得の高齢者を養護老人ホー
ム等へ入所措置し養護する。

・ 敬老祝金支給事業 16,398 14,970  満88歳、満99歳の節目の年に祝金
を贈呈し、敬老の意を表す。

・ ひとり暮らし老人等緊急通報 7,023 6,709  65歳以上の在宅のひとり暮らし又
システム設置事業 は75歳以上の高齢者のみで構成され

る世帯の方を対象に、緊急通報シス
テムを設置し、急な疾病等緊急時の
救急要請に対応する。

・ ひとり暮らし老人等福祉 2,207 1,686  75歳以上の在宅のひとり暮らしで
タクシー事業 要介護または要支援認定を受けた非

課税の高齢者に対し、月あたり３枚
を限度に利用券を交付する。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 介護予防・地域支え合い事業 12,918 16,681  高齢者福祉対策の向上を図るため、
介護予防等の知識の普及や健康増進
運動教室等を開催し、フレイル予防
に努める。

・ 成年後見制度利用支援事業 1,358 1,022  認知症等により、判断能力が不十
分な高齢者について、成年後見制度
の利用が有効であるが、様々な事情
により申立てに至らない高齢者につ
いて、市が申し立てを支援する。

・ 市シルバー人材センター 9,179 7,780  君津市シルバー人材センターに補
補助金 助金を交付することで、その活動を

支援し、高齢者の就業機会の増大な
どを図る。

・ 地域密着型サービス施設 117,344 237,964  高齢者等が住み慣れた地域におい
整備等事業補助金 て継続して生活を営むことができる

よう、介護保険事業計画に基づき地
域密着型サービス施設等を整備する
事業者に対し、施設等整備及び開設
準備に要する経費を補助するため交
付する。
※県費 117,344千円

・ 介護人材確保対策事業 1,675 6,934  介護に従事する人材を確保し、本
市における介護保険サービスの安定
的な提供に資するための事業を実施
する。
※県費 1,256千円

・ 生活保護費 1,509,990 1,501,249  生活、住宅、教育、出産、生業、
医療、介護、葬祭の各扶助を行い最
低限度の生活を保障し自立の助⾧を
図る。
※国費 1,132,492千円
※県費   18,843千円

・ 保健事業・介護予防一体的 4,554 4,090  千葉県後期高齢者医療連合の委託
実施関係事業 を受け、フレイル予防の保健事業あ

（健診事後ハイリスク訪問・出前あ
 講座）を実施する。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『健康こども部』

・ 学校開放事業 938 945  小学校及び中学校の体育施設を学
校教育に支障のない範囲で、スポー
ツの場として市民に開放する。

・ スポーツ広場等管理経費 29,023 26,508  市民がスポーツを楽しめる場所と
して、快適な利用ができるようスポ
ーツ広場の維持管理を図る。

・ スポーツ推進事業 1,068 594  市民が運動、スポーツに興味、関
(旧:生涯スポーツ推進事業）  心を持てるようスポーツ体験、各種

大会を開催し、スポーツを通じた健
康増進を図る。

・ きみつ赤ちゃん応援パック 26,535 10,273  生後３か月から満１歳までの乳児
事業 を養育する保護者に対し、紙おむつ

等の定期配達による声かけ訪問を行
い、保護者の精神的・経済的負担の
軽減を図る。

・ 児童虐待防止対策事業 17,506 18,254  児童の健全育成のため、家庭環境
(旧:家庭・児童相談事業 や親子関係、養育等に関する相談体
を統合） 制を整えるとともに、児童虐待防止

にあたっては、要保護児童等の見守
りを関係機関のネットワークにより
対応し、適切な支援や助言等を行う。
※国費 8,080千円
※県費 1,015千円

・ 放課後児童健全育成事業 88,524 94,560  放課後(土曜・⾧期休暇等含む)の
子どもの居場所を確保するため、余
裕教室や専用プレハブの貸付、運営
費の補助等により、クラブ運営を支
援する。
※国費 28,812千円
※県費 28,812千円

・ 児童手当給付事業 972,690 1,023,975  中学校修了前の子どもを養育して
いる父母等に対し、児童手当を支給
することにより、家庭における生活
の安定と児童の健やかな成⾧を支援
する。
※国費 676,110千円
※県費 148,290千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ ファミリーサポートセンター 3,566 3,505  子育ての援助を受けたい方と援助
事業 したい方を会員とし、相互援助活動

を支援することで、地域の子育て力
及びコミュニティの向上を図る。
※国費 1,077千円
※県費 1,065千円

・ 地域子育て支援センター事業 13,174 13,678  子育て家庭の交流促進や育児相談
等を実施し、子育ての孤立感、負担
感の解消を図る。
※国費 3,899千円
※県費 3,899千円

・ 民間保育園運営費等補助事業 133,732 107,774  保育士の処遇改善や、延⾧保育、
一時預かり事業の運営費の一部助成
を実施することにより、保育の質の
向上を図る。
※国費 15,927千円
※県費 58,517千円

・ 病児・病後児保育事業 9,741 9,848  病中または病気の回復期にある児
童を専用施設で一時的に保育するこ
とにより、安心して子育てができる
環境を整備する。
※国費 3,010千円
※県費 3,010千円

・ 子どものための教育・保育 1,330,924 803,125  支給認定を受けた小学校就学前の
給付事業 子どもが保育園、認定こども園、家

庭的保育等を利用するにあたり事業
者に対し運営費を給付する。
※国費 613,636千円
※県費 293,740千円

・ 市立保育園等ＩＣＴシステム 5,872 6,400  市立保育園等においてＩＣＴシス
管理運営事業 テムを活用し、保育園等を利用する

保護者の利便性の向上や職員の事務
効率化を図る。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 幼児教育・保育施設整備事業
・（仮称）貞元保育園整備事 1,281,831 56,215  本市の子育て支援の拠点となる様
 業 々な機能を備えた基幹保育園として

（仮称）貞元保育園を整備する。

◎清和保育園整備事業 13,408 0  清和保育園を旧秋元小学校を活用
した複合施設へ整備し、子どもの育
ちを地域で温かく見守り・支える保
育を展開する。

・ 児童扶養手当給付事業 277,283 277,593  ひとり親家庭等の生活の安定と自
立を助け、児童の心身の健やかな成
⾧、福祉の増進を図る。
※国費 92,427千円

・ ひとり親家庭等学習支援事業 11,739 10,983  子どもたちが家庭環境に関わらず、
将来の希望を描くことができるよう
に、ひとり親家庭等の子どもに対し、
基本的な生活習慣の習得支援、学習
支援等を行う。
※県費 8,785千円

・ 子ども医療費助成事業 261,158 223,923  中学校修了前の子どもの医療費
（保険診療分）の助成に加え、令和
５年１０月診療分から、対象者を高
校生世代まで拡大することにより、
保護者の経済的負担の軽減及び子育
て環境の充実を図る。
※県費 63,313千円

・ 休日当番医委託事業 2,755 1,942  君津木更津医師会と連携し、日曜
祝日に輪番制で診療を実施する。

・ 産後ケア事業 1,261 2,018  産科医療機関等に委託し、産婦の
心身のケアや授乳指導、育児相談等
の産後ケアを通所型・短期入所型・
居宅訪問型にて行う。
※国費 630千円

・ 健康マイレージ事業 1,416 1,510  健康づくりへの関心を高めること
を目的に、各健（検）診・健康に関
する事業等への参加や、個人の取組
みに対しポイントを付与し、報奨品
を進呈する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 子育て世代包括支援センター 7,418 8,032  妊娠中から子育て期にわたり、保
運営事業 健師・助産師等の専門職が各種相談

や教室等の母子保健事業を通じて、
関係機関と連携しながら必要な支援
につなげる。
※国費 3,419千円
※県費  1,119千円

◎ 出産・子育て応援交付金事業 47,705 0  妊娠時から出産・子育てまで一貫
した伴走型相談支援を実施するとと
もに、妊娠届出時・出生届出後に経
済的支援を行うことにより、すべて
の妊婦・子育て家庭が安心して出産・
子育てができる環境の整備を図る。
※国費 31,803千円
※県費   7,950千円

・ 感染症予防事業 189,769 191,828  食中毒の予防啓発、予防接種法に
基づく予防接種の対象となる感染症
の発生及びまん延を予防する。
※国費 1,092千円
※県費     32千円

・ 健康診査事業 10,870 11,825  健康増進法に基づく健康診査・肝
炎ウイルス検診・歯周疾患検診及び
若年期の健康診査を実施し、疾病の
予防及び早期発見・早期治療に資す
る。
※県費 5,787千円

・ 各種がん検診事業 89,061 83,742  肺がん検診、胃がん検診、大腸が
ん検診（40歳以上）、子宮頸がん検
診（20歳以上女性）及び乳がん検診
（30歳以上女性）を実施する。
※国費 389千円

・ 感染症対策物品等購入事業 7,076 11,242  新型コロナウイルス感染症拡大防
(旧:学校等PCR検査データ 止のため、抗原検査キット・手指消
解析事業を統合） 毒用アルコール・マスクなどを購入

する。

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

◎ 医療DX・デジタルヘルス推進 8,008 0  ＰＨＲ（個人健康情報管理）を活
事業 用した地域医療連携システムを実装

し、持続可能な地域医療体制を構築
するとともに、市民のライフステー
ジごとの健康や医療に関する情報に
基づいた施策を展開し、市民の健康
づくりを後押しする。
※国費 4,000千円

・ 妊婦乳児健康診査事業 50,773 55,544  妊婦及び乳児の健康診査、新生児
聴覚スクリーニング検査を医療機関
委託にて実施する。

・ 幼児健康診査事業 2,120 2,153  １歳６か月児、３歳児の身体面、
   精神発達面及び歯科の健康診査を実

施し、幼児の健全な育成を図る。

・ 食生活改善推進事業 327 235  食生活改善推進員による各種食生
活改善に関する啓発事業を実施する。
 また、食生活改善推進員の養成教
室を実施する。

・ 特定不妊治療費等助成事業 1,344 4,992  特定不妊治療（体外受精・顕微授
精）に係る費用の一部を助成する。

・ 子どもの発達相談支援事業 398 267  乳幼児の発達に関する不安に対し、
専門の相談員による相談の場を拡充
し適切な支援につなげる。
※国費 265千円
※県費   66千円

・ 幼児教育無償化事業 93,498 241,590  私立幼稚園や保育施設の保育料等
を無償とし、保護者の負担軽減を図
る。
※国費 46,438千円
※県費 23,684千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『経済環境部』

・ 大気汚染監視事業 9,728 7,464  大気環境監視テレメータシステム
   の借上げ、ばい煙測定、浮遊粉じん

及び降下ばいじんの測定を実施する。
  

・ 水質汚濁調査事業 3,278 2,948  河川、湖沼、海域及び廃棄物最終
処分場等の水質分析を実施する。

    

・ 残土・不法投棄対策事業 5,304 5,180  パトロールや監視カメラの設置等
    により、不適正な埋立て及び不法投
    棄の抑止を図る。

※県費 300千円

・ 家庭用省エネ・再エネ設備等 13,076 11,263  家庭用省エネ・再エネ設備等の導
導入促進事業 入費用の一部を助成することにより、

  家庭における地球温暖化対策の推進
を図る。
※県費 10,550千円

◎ 環境基本計画策定事業 10,206 0  君津市総合計画及び新たな君津市
    地球温暖化対策実行計画と整合させ
    た次期君津市環境基本計画を策定す

る。

・ 脱炭素社会推進事業 8,613 10,802  環境グリーン都市宣言を踏まえ、
新たな実行計画を策定・推進すると
ともに、市民を対象としたシンポジ
ムを開催し脱炭素に係る意識の高揚
を図ることで、2050年カーボンニュ
ートラルの達成を目指す。

・ 合併処理浄化槽設置促進事業 21,034 21,118  合併処理浄化槽の設置費用の一部
補助金 を補助する。

※国費 7,011千円
※県費 7,011千円

・ きみさらず聖苑整備運営事業 199,661 747,335  君津地域４市による広域火葬場
負担金 「きみさらず聖苑」の整備運営に係

  る構成市負担金

・ 空家等対策推進事業 6,683 97  君津市空家等の適切な管理に関す
る条例等に基づき、空家等の対策を
推進する。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

◎ 富津聖苑解体事業負担金 113,960 0  富津市火葬場「富津聖苑」の解体
工事に係る負担金

・ 資源ごみ分別収集・再資源化 191,980 186,088  資源ごみの収集運搬委託、ペット
事業 ボトル等の圧縮梱包業務委託等を行

い、ごみの再資源化を推進する。

・ ごみ減量化施策推進事業 50,021 41,852  家庭系ごみ指定袋制や粗大ごみの
有料化等を推進し、ごみの減量化を
図る。

・ 広域廃棄物処理施設整備事業 4,053 2,687  君津地域４市及び安房地域２市１
町による次期広域廃棄物処理施設整
備に係る構成市町負担金

・ 一般廃棄物収集事業 180,118 176,620  家庭系一般廃棄物の可燃ごみ、不
 然ごみの収集運搬業務を委託する。

・ 広域廃棄物処理事業 806,555 842,202  かずさクリーンシステムでの廃棄
物中間処理と処理後に発生する溶融
飛灰の最終処分を行う。

・ 君津勤労者総合福祉センター 31,785 31,325  勤労者等のスポーツ・研修・文化
等管理運営事業 交流等の福祉向上を図る君津勤労者

総合福祉センター等の運営と維持管
理を行う。

・ 君津版ハローワーク管理運営 5,048 4,939  求職活動の利便性を向上させるほ
事業 か、就労意欲はあるが、就業に結び

つかない市民を支援し、潜在的な労
働力の活用を図るため、君津版ハロ
ーワークの管理運営を行う。

・ 地元採用促進事業 2,000 4,200  日本学生支援機構が実施する企業
の奨学金返還支援（代理返還）制度
を活用し、事業者が採用した市民の
奨学金の代理返還分の一部を補助す
ることで、市内中小企業の人材獲得
支援と学生等の定住促進を図る。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 地元で働く魅力発信事業 392 557  君津市の特徴的な産業や地域に密
着した中小企業等の仕事内容や職場
の雰囲気、待遇等の情報を地元で働
くメリットと併せて広く発信するこ
とで若者の地元定着と中小企業等の
雇用対策を図る。

・ 道の駅管理事業 5,380 6,243  南房総を訪れる人々に対して、観
光施設等の地域情報やトイレ等快適
な憩いの場を提供するため、道の駅
「ふれあいパーク・きみつ」の管理
運営を行う。

・ 農業担い手総合支援事業 600 2,420  地域農業の担い手を幅広く確保・
育成し市内農業の活性化と安定した
農業経営の確立を図る。

・ 地域特産品開発・ＰＲ事業 467 378  特産物として発展性のある品目の
生産・販売や活用を促進し、市内外
に宣伝・普及することで地域産業の
振興と活性化を図る。

・ 中山間地域活性化対策事業 3,824 3,860  農業の生産条件が不利な中山間地
域において、農地の管理方法等を定
めた協定を締結し、農業生産活動を
継続する集落を支援する。
※国費 1,908千円
※県費  954千円

・ 有害獣捕獲等促進事業 80,442 83,049  君津市野生猿鹿猪等被害対策協議
会及び君津猟友会に、捕獲等の被害
対策業務を委託し被害軽減を図る。
※県費 70,296千円

・ 経営所得安定対策等推進事業 5,768 6,649  国から交付される経営所得安定対
策等に係る事務費を君津市農業再生
協議会へ交付する。
※県費 5,192千円

・ 有害獣侵入防止柵設置事業等 24,444 43,051  有害獣による農作物被害を防止す
補助金 るため、地域で連携した防護柵の設

置や捕獲檻の購入に係る費用を助成
する。
※県費 24,123千円
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 「輝け!ちばの園芸」次世代 20,335 19,615  園芸産地の生産力強化に向けた計
産地整備支援事業 画を策定した産地に対し施設や機械

等の導入を支援する。
※県費 14,525千円

・ 農産産地支援事業 18,590 19,122  特色ある産地づくりや米・麦など
優良種子の生産を担う種子生産組合
等に対して、産地育成に必要な施設
や機械等の導入を支援する。
※県費 14,300千円

・ 飼料用米等拡大支援事業 4,756 7,287  水田の有効利用の促進と将来にわ
たり持続できる水田農業の確立を推
進するため飼料用米などの新規需要
米等の生産者に対し補助を行う。
※県費 4,717千円

・ 獣肉処理加工施設運営費 8,885 8,762  有害獣として捕獲した猪や鹿を精
肉加工する施設の維持管理を行う。

・ 農地集積推進事業 30,339 12,282  農地の出し手と受け手をつなぐ農
地中間管理事業を活用し農地集積を
推進するとともに、目指すべき将来
の農地利用の姿を明確化する「地域
計画」の策定に取り組む。また、担
い手への農地集積を進めるため、農
地中間管理機構を通して農地を貸出
す農地所有者に経営転換協力金の上
乗せ補助を行う。
※県費 24,912千円

・ 収入保険加入促進事業 431 431  自然災害や新型コロナウイルス感
染症などの影響によるリスク低減を
図る農業者に掛金の一部を補助し、
経営安定化を図る。

・ 畜産競争力強化対策整備事業 356,888 0  畜産クラスター協議会が策定する
計画に基づき、中心的な経営体と位
置付けられた畜産経営体に対し、施
設や機械等の導入を支援する。
※県費 356,888千円
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 多面的機能支払交付金事業 79,114 77,217  高齢化等による集落機能低下を補
うため、農業者等が共同で行う農村
集落の環境保全の向上活動及び土地
改良施設の⾧寿命化のための補修・
更新を行う組織を支援する。
※国費 39,573千円
※県費 19,537千円

・ 副次核活性化事業 800 800  本市の副次核地域の活性化を図り、
魅力あるまちづくりを推進するため
君津市副次核推進対策協議会に対し
支援を行う。

・ 企業立地促進事業 33,462 46,980  企業誘致や設備投資を促進し、就
業機会の拡大、定住人口の増加及び
地域経済の活性化を図り、活力ある
まちづくりを推進する。

・ 中心市街地商店街活性化推進 870 870  中心市街地商店街の活性化を図る
事業 ため、君津商工会議所や商店会等が

実施するイベントに対して補助を行
う。

・ 中小企業資金融資及び利子
補給事業
・中小企業利子補給金 26,890 24,876  中小企業者及び創業者の資金借り

入れに対し、利子補給等を行い、負
担の軽減を図る。

・中小企業融資制度預託金 200,000 200,000  中小企業者及び創業者に対する資
金の貸付けを円滑にするための資金
源として一定金額を金融機関に預託
する。

・ 商工会議所育成補助金 14,000 14,000  君津商工会議所が実施する商工業
の振興と地域社会の活性化を図るた
めの事業に対して補助を行う。

・ きみつの名産応援事業 1,018 1,133  本市の特産品の普及促進等を行う
ことにより、地域経済の活性化を図
る。

・ ふるさときみつ応援寄附金 246,212 256,171   ふるさと納税制度を活用し、寄附
事業 者に本市特産品を送ることにより、

特産品の普及拡大を図る。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ きみつ魅力あふれるお店づく 3,100 3,100  市内の空き店舗や空き家を活用し、
り事業 新たにお店を始める方や、コミュニ

ティ施設の設置・運営を行う方に対
して、改装費等の出店に係る経費の
一部を補助する。

・ 産業支援センター運営事業 5,259 8,009  中小企業者や創業希望者が抱える
様々な課題の早期解決を支援し、市
内で活動する中小企業の経営の安定
化を図るため、君津市産業支援セン
ターを運営する。

・ 観光推進事業 9,838 16,785  本市の知名度アップと地域の観光
振興につなげるため、観光資源を広
くＰＲする各種イベント等を開催す
る。

・ 観光施設維持管理事業 14,650 13,642  観光施設の維持管理を行い、利用
者の利便性の向上を図る。

・ 郡ダム湖面活用推進事業 1,832 3,178  郡ダムの湖面を水上スキー競技に
活用することで、交流・関係人口の
拡大を図り、地域活性化の契機とす
るため、実証実験を実施する。

◎ 鹿野山九十九谷展望広場整備 5,000 0  新たな観光客誘致に向け、鹿野山
事業 九十九谷展望広場の整備に係る具体

的な手法の整理・設計等を行う。

◎ 内房総百年後芸術祭事業 37,000 0  君津市、木更津市、市原市、富津
市及び袖ケ浦市の５市で連携し、千
葉県誕生１５０周年記念事業として
（仮称）内房総百年後芸術祭を開催
する。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『建設部』

・ 農業水路等⾧寿命化・防災減 36,961 9,174  県が施工する三島ダム洪水吐改修
災事業 工事の費用負担と農業用排水路改修

工事を実施する。

・ 土地改良施設維持管理適正化 2,380 3,490  老朽化した土地改良施設を計画的
事業 に改修するため、土地改良区が行う

改修工事等を補助し、施設の⾧寿命
化と生産性の向上を図る。

・ 森林環境整備事業 27,784 29,327  森林環境譲与税を活用し、インフ
ラ施設周辺の倒木を未然に防ぐため、
道路沿いの森林整備を進める。
※県費 886千円

・ 地籍調査事業 111,072 606 第６工区中富Ⅰ(84ha)３年目
第７工区下湯江(91ha)３年目
第８工区六手Ⅰ・上(263ha)実施計画
※国費 51,500千円
※県費 25,750千円

・ 市道維持補修事業 181,650 163,948  道路、排水施設、舗装等の維持補
修を実施する。

・ 道路照明整備事業 57,565 32,664  道路照明灯の維持補修及び水銀灯
からＬＥＤ灯に改修する。

・ トンネル⾧寿命化事業 46,400 13,600  トンネル⾧寿命化計画に基づき、
点検や補修を行い、予防保全を図る。
トンネル点検、補修詳細設計(２か所)
測量（１か所）
※国費 17,600千円

・ 交通安全施設整備事業 25,960 49,360  交通安全施設の維持管理を図る。

・ 舗装法面等⾧寿命化事業 106,900 0  法面点検、根本・⾧石線法面詳細
設計、大戸見四町線法面補修工事、
小櫃小学校前横断歩道橋撤去工事
※国費 33,820千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 道路新設改良工事
・中島、和田下線道路改良 47,100 11,400  分筆登記、構造物設計、道路改良
 （中島地先） 工事、用地取得、物件補償等

※国費 23,485千円

・八重原線道路新設改良 3,300 90,400 物件補償
 （三直～宮下地先）

・貞元、喜平線道路改良 104,000 14,050  分筆登記、道路改良工事、用地取得
  （貞元地先） 物件補償等

※国費 49,400千円

・西粟倉、前畑１号線 2,500 8,500  分筆登記、用地取得
 道路改良（西粟倉地先） ※国費 1,000千円

・ 生活道路対策エリア事業 13,800 0  分筆登記、歩道整備工事
※国費 6,600千円

・ 橋梁⾧寿命化事業 215,255 223,869  橋梁⾧寿命化計画に基づき、点検
や補修を行い、予防保全を図る。
 橋梁点検、補修詳細設計（２橋）
旧橋撤去工事（１橋）、補修工事
（２橋）等
※国費 110,825千円

・ 河川整備事業
・梅田川河川改修事業 5,000 0  護岸整備工事

・尾車川河川改修事業 27,100 9,300  県道荻作君津線の道路改良工事に
 （尾車地先） 伴う河川改修事業で千葉県との協定

書に基づき千葉県69％、君津市31％
の負担割合で県が施工する。

・ 都市計画調査・検討事業
・君津インターチェンジ周 13,200 8,000  君津インターチェンジ周辺におけ
 辺土地利用検討事業 る、新たな土地利用の検討を行う。

◎市街地整備検討事業 13,000 0  君津駅周辺のリノベーションに向
けた検討を行う。

・ 木造住宅耐震化促進事業 9,777 11,643  木造住宅の耐震化を促進するため
耐震補助及び普及啓発事業を実施す
る。
※国費 4,599千円
※県費 1,441千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 危険ブロック塀等除却事業 1,515 2,038  地震発生時における倒壊による被
害を防止するため、危険ブロック塀
等の除却補助を実施する。
※国費  750千円
※県費  300千円

・ 都市計画街路整備事業 54,100 15,999  舗装維持修繕計画に基づき、六手
・貞元線及び君津・清和線の舗装修
繕を行う。

・ 公園施設⾧寿命化事業 32,945 22,000   公園施設⾧寿命化計画を策定する。
※国費 7,000千円

・ 公園照明灯改修整備事業 57,882 29,500  公園照明灯をＬＥＤ灯に改修する。

・ 君津富津広域下水道組合 474,000 504,000  君津富津広域下水道組合に対する
負担金 負担金を支出することにより、下水

道の整備を推進する。

・ 中古住宅取得補助事業 35,010 26,410  空き家の利活用を推進するため、
中古住宅の取得者に補助を実施する。

・ 災害復興住宅資金利子補給 192 211  令和元年房総半島台風等により、
事業 住宅に被害を受けた被災者に対し、

被災住宅に代わる住宅の建設・購入
や補修を行うために金融機関から資
金を借り入れた場合の利子を補給す
る。
※県費 148千円

・ 洪水ハザードマップ 4,059 0  畑沢川・小櫃川上流浸水想定区域
作成事業 が追加指定されたため、洪水ハザー

ドマップを更新する。
※国費 2,029千円

※３年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『教育委員会』

・ 旧教育施設管理事業 9,895 8,877  学校再編実施プログラムに基づく
統合により、使用しなくなった学校
施設の維持管理を行う。

・ 奨学金貸付事業 10,560 9,240  経済的理由により修学が困難な大
学生等に月額５万円以内で貸付けを
行う。

・ 学校再編推進事業 203 545  周西の丘小学校の教育環境の整備
及び、学校再編基本計画に基づいた
第３次実施プログラム（案）の作成
を行う。

・ 日伯交流親善事業 645 0  小櫃小、上総小、上総小櫃中学校
と姉妹校であるブラジル・サンパウ
ロ市の松柏学園及び大志万学院との
交流に対し補助金を交付する。

・ 学校図書館司書補助員配置 7,367 7,136  学校図書館司書補助員を配置し、
事業 学校図書館の機能を充実させ、児童

生徒の読書教育の推進を図る。

・ 小中一貫教育推進事業 326 71  小学校から中学校までの義務教育
９年間を一貫したカリキュラムで行
う小中一貫教育を推進する。

・ 校舎等維持補修事業 138,387 86,418  校舎等の維持補修、校内樹木の伐
（小・中学校費） 採などを行い、児童生徒の安全と快

適な学習環境の充実を図る。

・ 学校運営事業(小・中学校費) 152,959 129,951  学校管理に必要な物品の購入や、
経費の支出をし、効果的な学校運営
を行う。

・ 施設整備事業(小・中学校費)
・小学校空調設備設置事業 36,600 5,525  熱中症対策として、小学校の特別

教室にエアコンを設置するための実
施設計を行う。
 また、学校再編に伴い、統合した
周西の丘小学校の教室にレンタルエ
アコンを設置する。

※４年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

◎中学校空調設備設置事業 18,038 0  熱中症対策として、中学校の特別
教室にエアコンを設置するための実
施設計を行う。

・大和田・坂田小学校統合 248,958 268,247  学校再編に伴い、旧坂田小学校を
 施設整備事業 周西の丘小学校の使用校舎として施

設整備を行う。
※国費 75,263千円

・ 管理備品購入事業 5,138 3,750  学校の管理運営に必要な備品を計
(小・中学校費) 画的に更新し、教育環境の充実を図

る。

・ スクールバス運行事業 232,400 253,004  学校再編に伴い、児童生徒の登下
(小・中学校費) 校における安全確保のためにスクー

ルバスを運行する。
※国費 73,829千円

・ 就学援助事業 47,977 43,197  経済的な理由により就学が困難な
(小・中学校費) 児童生徒に対し、学用品費等を援助

する。
※国費 319千円

・ 学力向上推進事業 8,048 8,315  児童生徒の学力状況を把握し、課
(小・中学校費) 題や指導方法の工夫・改善を図る。

・ ＩＣＴ活用推進事業 254,803 253,025  児童生徒のＩＣＴ活用能力を育成
(小・中学校費、教育ｾﾝﾀｰ費)   するために、教育ネットワークシス

  テムの充実と、ＩＣＴ活用教育の推
  進を図る。

・ 学校支援事業 56,596 50,607  個に応じたきめ細かな指導を行い、
(小・中学校費) 児童生徒の学力向上を図るほか、支

援を必要とする児童生徒の学びや活
動・体験学習の支援及び介護を行う。

・ 生涯学習バス管理運営事業 14,730 13,972  生涯学習バス２台の運行を行う。

・ 公民館管理運営事業 80,092 73,934  市内８公民館施設の適正な維持管
理を行う。

・ 公民館等再整備事業 13,101 4,950  老朽化が著しい３公民館の移設や
更新等に係る基本計画の策定業務及
び清和公民館の解体実施設計を委託
する。

※４年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名

- 65 -



※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 中央図書館資料購入事業 22,218 19,386  学習や情報収集に役立つ資料を幅
広く収集し、市民に提供する。

・ 中央図書館施設管理事業 38,053 24,241  安全で快適な読書環境を提供する
ため、施設の維持管理を行う。

・ 中央図書館「知の拠点化」 3,851 4,097  市民の知の拠点として、自主的な
推進事業 課題解決を支援する環境の整備や、

電子書籍サービスなどの機能充実を
図る。

・ 文化財活用事業 348 485  文化財を活用した子ども体験教室、
展示会、講演会の開催や松本ピアノ
の補修を実施する。

・ 市民文化ホール関係費 156,240 149,915  市民文化ホールに関係する、指定
管理者委託事務、施設の維持管理等
を行うとともに、自主事業への補助
金を交付する。

・ きみつ少年少女合唱団育成 1,940 1,540  本市の子ども文化の代表として活
事業 躍する合唱団の育成と活動を支援す

る。

・ 生涯学習交流センター 28,976 23,831  生涯学習活動の拠点施設として施
・管理運営事業 設の維持管理、設備の充実を図る。

・ 上総地域交流センター 16,722 15,241  上総地域の学習活動の拠点施設と
・管理運営事業 して維持管理を行う。

・ 学校保健事業 28,118 24,426  児童生徒及び教職員の健康増進と
学校環境衛生の確保を図るとともに、
学校での新型コロナウイルス感染症
感染拡大防止に努める。

・ 小中学校水泳学習推進事業 19,765 13,262  民間プールへの委託や移動手段を
確保し、児童の水泳学習の機会をあ
確保する。

・ 小中学校パラスポーツ体験 585 580  児童生徒を対象にパラスポーツの
教育事業  体験を通じて、共生社会の実現に向
（旧:生涯スポーツ推進事業  けて必要な考えや視野を広げ、理解
 より分割) を深める体験学習を実施する。

※４年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

・ 調理場管理運営費 424,545 390,049  学校給食の調理・配送・配膳や、
調理場施設・設備の安全管理・点検
・保守メンテナンスなどを行う。ま
た、学校給食費の徴収管理を行う。

・ 給食賄材料費 311,688 294,442  栄養バランスや質を保った学校給
食を提供する。また、第３子以降給
食費無償化を県と連携して実施し、
多子世帯の経済的負担軽減を図ると
とともに、賄材料費高騰分について
は給食費を据え置きとし、保護者の
負担軽減を図る。

・ 教育支援センター管理運営 5,854 5,152  不登校児童生徒の学校復帰と社会
事業 的自立を支援する。
（旧:適応指導教室管理運
営事業）

・ いじめ防止・虐待貧困対策 1,461 1,641  ＳＮＳを活用した教育相談の実施
事業 及びスクールソーシャルワーカー１

名を配置する。

・ 外国語教育推進事業 44,415 44,330  英語教育推進のため、外国語指導
  助手（ＡＬＴ）を派遣し、小・中学

校での英語教育の充実を図る。
   日本語指導のため小・中学校に２

名のコーディネーターを派遣する。

※４年度予算額は、統合・分割した事業については、その相当額を記載している。

事   業   名
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※事業名の◎は新規事業を表す （単位:千円） 

５年度予算額 ４年度予算額 説     明

『消防本部』

・ 火災予防啓発事業 537 567  住宅用防災機器の設置促進や多数
の者が出入りする建物等に対し検査
及び指導を行い、火災発生の防止と
被害の軽減を図る。

・ 消防職員教育研修費 4,375 4,575  千葉県消防学校、消防大学校等が
行う各種研修を受講することにより
基礎的、専門的知識の習得や実践的
技術を学び、資質の向上を図る。

・ 消防団員報酬等関係費 66,441 66,488  消防団員の報酬の支給に加え、消
  防団に運営交付金を交付する。

・ 消防団活動関係費 15,045 13,153  消防団機庫、車両等の維持管理を
行うほか、各種訓練や活動に必要な
装備品を整備するなど、消防団活動
の充実を図る。
※県費 5,174千円

・ 消防水利整備事業 65,336 31,236  消防水利の拡充を図るため、耐震
性貯水槽１基、地下式消火栓１基の
新設及び既設消防水利の維持補修を
実施する。
※国費  6,888千円

・ 消防自動車購入事業 73,080 235,840  本署に配備されている水槽付消防
ポンプ自動車１台を更新し、消防力
の向上を図る。
※国費 14,675千円

・ 消防団施設整備事業 39,353 39,311  災害時の拠点となる消防団機庫の
うち、第38分団機庫の新築及び第35
分団のホース乾燥塔の更新、第12分
団機庫の建替えに向けた用地測量、
実施設計を行い、地域防災力の向上
を図る。
※県費 2,287千円

事   業   名
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資料
 ○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（歳入）
 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 1,185,381 千円

（歳出）
 地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる 千円
 社会保障施策に要する経費

【社会保障施策に要する経費】

国県支出金 市債 その他

引上げ分の
地方消費税

(社会保障財源化分
の市町村交付金）

その他

障害者自立支援給付事業
障害福祉サービス費支給事業

1,736,838 1,301,294 0 0 116,876 318,668

重度心身障害者医療費助成事業 174,219 85,782 0 2 23,731 64,704

精神障害者医療費給付及び相談事業 43,157 0 0 0 11,581 31,576

養護老人ホーム入所措置事業 18,275 0 0 2,775 4,159 11,341

児童手当給付事業 972,690 824,400 0 1 39,792 108,497

児童扶養手当給付事業 277,283 92,427 0 1 49,605 135,250

市立保育園等管理運営事業
その他管理運営費

97,731 0 0 52,827 12,050 32,854

幼児教育無償化事業 93,498 70,122 0 0 6,273 17,103

生活困窮者等自立相談支援事業 32,382 24,873 0 0 2,015 5,494

生活保護費 1,509,990 1,151,335 0 1 96,243 262,411

小計 4,956,063 3,550,233 0 55,607 362,325 987,898

国民健康保険特別会計繰出金 736,680 284,111 0 0 121,444 331,125

後期高齢者医療関係事業 1,218,977 170,993 0 0 281,220 766,764

介護保険特別会計繰出金 1,254,796 65,110 0 0 319,245 870,441

小計 3,210,453 520,214 0 0 721,909 1,968,330

子ども医療費助成事業 261,158 63,313 0 115,001 22,230 60,614

感染症予防事業 189,769 1,124 0 0 50,622 138,023

各種がん検診事業 89,061 389 0 0 23,794 64,878

妊婦乳児健康診査事業 50,773 0 0 34,000 4,501 12,272

小計 590,761 64,826 0 149,001 101,147 275,787

8,757,277 4,135,273 0 204,608 1,185,381 3,232,015

社
 
会
 
福
 
祉

社
会
保
険

保
 
健
 
衛
 
生

合計

8,757,277

社会保障施策に係る主な事業 事業費

財源内訳

特定財源 一般財源

（単位:千円）
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○都市計画税の充当状況

（単位:千円）

国県支出金 市債 その他

316,722 0 0 0 316,722 315,121

81,662 0 0 0 81,662 81,249

160,010 7,000 0 4,764 148,246 147,496

56,702 0 0 0 56,702 56,415

615,096 7,000 0 4,764 603,332 600,281

600,281

○入湯税の充当状況  

（単位:千円）

国県支出金 市債 その他

27,379 0 0 11,408 15,971 3,023

3,023

充当額特定財源
一般財源

令和５年度 都市計画税収入予算額 

令和５年度 入湯税収入予算額 

観光振興関係

区   分 事業費

財源内訳

合計

財源内訳

公共下水道事業

道路関係

事業費

都市計画公園関係

地方債償還額（都市計画区域の道路、
公園等にかかるもの）

区   分 充当額特定財源
一般財源
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 一般会計予算規模等の推移

 ・一般会計当初予算規模の推移    （単位:百万円，％） 
年   度 30 1 2 3 4 5

金   額 32,860 31,290 31,610 34,380 36,060 35,970

伸   率 11.7 △ 4.8 1.0 8.8 4.9 △ 0.2

 ・市税の推移    （単位:百万円，％） 
年   度 30 1 2 3 4 5

金   額 17,124 17,252 17,550 16,911 17,835 17,641

伸   率 1.2 0.7 1.7 △ 3.6 5.5 △ 1.1

 ・市債の年度末残高    （単位:百万円，％） 
年   度 30 1 2 3 4 5

金   額 13,194 13,814 14,714 16,819 19,085 20,092

伸   率 7.0 4.7 6.5 14.3 13.5 5.3
    (注) 令和４年度及び５年度は見込額

 ・債務負担行為の年度末残高    （単位:百万円，％） 
年   度 30 1 2 3 4 5

金   額 6,859 12,045 11,600 9,491 6,418 5,111

伸   率 14.8 75.6 △ 3.7 △ 18.2 △ 32.4 △ 20.4
    (注) 令和４年度及び５年度は見込額

 ・基金の年度末残高    （単位:百万円） 
年   度 30 1 2 3 4 5

 財政調整基金 3,908 2,919 3,939 4,834 5,383 3,396

 公共施設整備基金 1,191 1,202 1,213 1,223 1,235 1,246

 その他の基金 1,081 1,118 1,117 769 1,082 1,409

合   計 6,180 5,239 6,269 6,826 7,700 6,051
    (注) 令和４年度及び５年度は見込額
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